An Economic Approach to Alternative Uses of Natural Environments: Development or Preservation by 中村 清
307
自然環境の開発と保全に関する
ぴとつの経済学的接近
中　　村 清
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I　は　じ　め　に
　わが国を取り巻く重要な経済・杜会間題のひとつに「環境間題」がある。言
うまでもなくこれらの環境問題には，大気汚染，水質汚濁，廃棄物処理，騒音，
日照，地盤沈下，自然破壊汝ど様々な問題が含まれている。これらの中には間
題の次元を異にするものもあり，問題解決にあたっては個別の研究と施策が必
要とされるであろう。しかし，ここで経済学的な視点に立つなら，r環境間題」
は以前には自由財と考えられてきた大気・水・土地・臼照・静穏・景観などが，
経済成長とともに希少化し，その帰属価格が上昇したために生じた資源配分の
問題として把握できる。殊にこれらの財は市場機構を経由せず，効率的な資源
配分が期待できないために，何等かの経済的調整が必要とされる。また「環境
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の質の低下」は所得分配上の不公正に関連する問題でもある。ここに我々ぼ
r環境問題」への経済学的接近ωの重大性を見ることができるだろう。もちろ
ん，r環境問題」の解明に際しては自然界と人聞との生態学的な関係を明らか
にすることが重要であり，従って様々な自然科学と経済学を中心とする杜会科
学の学際的研究が求められるのは当然と言える。しかL，こうした理想的な研
究が極めて困難であることもまた事実であろう。従って，今日の段階では研究
対象と分折手法については常に広い視野に立ちながらも，それを経済理論の中
に効果的に取り入れていくことが肝要と思われる。またこうした中からはじめ
て研究の総合化の方向が明らかになると考えられる。
　本稿では，このような基本的認識に基づいて，r環境間題」の中でひとつの
重要なカテゴリーを構成するr自然環境」を取り上げ，ひとつの経済学的接近
を試みることとする。殊に自然環境問題を取り上げようとするのはこの問題が
地域開発政策ならびに産業構造政策にとって新しい視座を与えるものであり，
これらの政策設定にあたっては自然環境の経済的意義の解明が必要不可欠と考
えられるからである。t2】従ってここではまずはじめに，自然環境問題に対する
経済学的な基本的視点を設定する。つづいてその視点を自然環境の開発と保全
の資源配分に絞り，経済学的にどのような要件を満たさたければたらないかを
明確に一したい。
1I　自然環境間題と経済理論
　lI－1　自然環境の観念と経済理論
　人間の経済活動は．人間生活に必要な物資やエネルギーを自然環境の中から
採敢・利用して生産や消費の活動を行たい，さらに生産・消費遇程で生ずる廃
棄物を再び自然環境に誹出するという循環システムとして捉えることができる。
いま人問の経済活動を中心とする部分を人間系とし，それ以外の部分を自然系
と呼ぶなら，この循環システムは図1のようなひとつの生態系（ecOsystem）
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図1　自然環境の概念
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として示すことができる。人閻系と自然系は，（1）自然環境から物資・エネルギ
ーを採取・利用するプロセス（抽出ブロセス）と（2）自然環境へ物資・エネルギ
ーを排出するブロセス（廃棄プロセス）という2つのプロセスによって繕びつ
けられている。㈱
　このようた視点から今日の「自然環境」間題を眺めるなら，基本的にはこの
自然系を無隈のものと見なしたことから生じたと言っても過言ではないだろう。
すなわち，産業革命以来，とりわけ第2次世界大戦以降の経済の著しい拡大は，
物資・エネルギーの生産量と消費量を幾何級数的に増加させた。その結果，自
然環境のもつ自浄力・移送力の隈界を蓬かに越える物資・エネルギーが排出さ
れることになった。図1に沿って言い換えるなら，自然系から人間系への描出
プロセスにおいては様々な自然資源の破壊を招き，また人間系から自然系への
廃棄プロセスにおいては汚染という形で人間の基本的生活を脅かすようになっ
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たと考えられる。；4］
　このような自然環境間題について，経済理論が必ずしも明確な解答を与えて
こなかったのはいくつかの理由が考えられる。まず第1の理歯は，自然環境が
無隈に存在する自由財と見なされ，それらの価値を計測しえなかった点にあ札
しかし，今日では地域によって自然環境の浄化能力は隈界に達し，また清潔な
水，澄んだ空気，美しい景観は人間の福祉を高めることから，重要な経済財と
してその価値を明確にすべきである。㈲
　第2には，経済理論は伝統的に人間の経済活動のみを対象とし，その人間系
とそれを支える自然系とがひとつの閉鎖系を形成していることを等閑視した点
にある。今日の自然環境問題はまさに自然環境のもつ環境容量㈲と人間の経済
活動との均衡間題として考えるべきであり，このことはK．且Bouldingの
r宇宙船経済」（“spaceman”ecOnOmy）ωという言葉に端的に示されている。
　第3■の理由は，自然環境問題については，いわゆる近代経済学の理論的支柱
をなす市場機構が有効に機能したい点にある。A．MarshanおよびA．C．Pigou
以来，厚生経済学においては競争市場で最も効率的た資源配分をもたらす「パ
レート最適」からの逸脱をr市場の失敗」として重視してきた。帽1だが，こう
した「市場の失敗」は基本的には産業聞の問題と考えられ，例外的な異常現象
と見なされた自然環境問題は経済理論の主要テーマとはなりえなかった。しか
L，共有的資源＝副としての自然環境は，（1）その所有権が個々に分割可能で，か
つ市場取引でき・ない隈り，また（2）生産過程におげるすべての投入が完全に産出
に転換され，また消費過程でいかなる廃棄物も排出しないように完全に消化さ
れない限り，必然的に外部不経済を伴わざるをえない。ω従って，これらの問
題に対する新しい経済理論が強く求められる。
　こうした近代経済理論の隈界を越え，「環境の外都効果」ωを解明するための
研究が今日様々た形で進められており，殊にR．uAyres，A．V．Kneese．〔1〕
〔30〕，P，A．VictOr〔69〕らによる自然環境の汚染と経済成長の研究は重要た
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成果のひとつと言える。しかし，ここでは地域開発と自然環境のトレード・オ
フという視点から，自然環境の経済学的な接近を行ない，それらの経済的意義
を明確にしてゆくこととしたい。
　皿一2　自然環境の経済的特性
　すでに述べたごとく自然環境：問題には様々な経済現象が含まれるが，ここで
は自然環境の経済的特佳を明確にするために，間題を2つの側面に分げること
にしたい。すなわち，図1に示されたように，ひとつは廃棄フ由ロセスにおいて
生ずるr自然環境の汚染」の問題であり，もうひとつは抽出プロセスにおける
「自然環境の変形・破壊」陶の問題である。前者の間題は極めて重要であるが，
ここでは従来，理論的究明が不十分であった後者の問題，すなわち自然環境を
最終消費財生産のための原材料を描出Lたり，中問財に変えたりする開発行為
によって生ずる自然環境の変形・破壌に間題の焦点をあてることとする。この
間題は，自然環境から恋んらかの財を生みだすために開発するか，あるいは景
観・レクリユーショソ資源として自然環境そのものを利用するために保全する
か（図1の①と②）を決定するための資源配分の最適化問題として把擾できる
だろう。
　このような視点に立つ時，次のような4つの点に自然環境の経済的特性を見
ることができる。
　自然環境がもつ第1の特性は，地域によってはユニークでかつ生産不可能な
生物学的・文化的・景観的属性が与えられており，それらは一度破壌されると
回復できたいか，あるいは困難であるという不可逆性を持つ点にある。経済学
的には，このことはある種の自然環境が再生産不能資産（ineproducib1e
assets）であり，取り替えができ汰いという意味で更新不能資産（irreplaceable
aSSetS）鰯であることを示している。すなわち，自然環境によって現在ならび
に将来の世代に与えられるはずの福祉厚生が破壊される時，その効果は極めて
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不可逆であるという点で従来の経済理論で敢り扱われてきた資源配分の問題と
は異なっていることに特に留意しなければならない。
　第2の特性は，一般に経済成長とともに自然環勤こ対して個人が直接的にも
つ効用は増大するのに，生産不能な自然環境の供給は容易に拡大しえない点に
ある。すなわち，一方では所得増大に伴ってr生活の快適性を高めるサーピ
ス」（amenity　SerViCeS）に対する需要は増加し，その単位あたりの相対的価
格あるいは便益はますます増大するのに反して，その供給は極めて非弾力的で
ある。殊に，r人為的に作り出された生活の快適性と自然が与える生活の快適
性との間のトレード・オフはますます後者の方向に向う」幽だけに，更新不能
資産とLての自然環境の価値は時閻の経過とともに増大するであろう。
　第3に，自然環境の保全費用はさほど大きいとは考えられないのに対して，
開発から生ずる財は技術進歩によって代替性が高まるためにその機会費用が大
きくなる点があげられる。㈲すなわち，自然環境の利用に伴う技術進歩の不均
整によってアウトプットの将来流出量が左右されるなら，技術進歩を考慮Lた
機会費用の検討が必要とされる。
　第4には，自然環境は人間の計画視野を蓬かに越えた時問的長さをもつとい
う特性である。自然環境の破壊については，「現在の人問がこうむっている損失
ばかりでなく，さらに将来の世代がこうむるはずの損失をカロえて考えねばなら
ない」蝸ために，常に自然環境の最適化政策は近視眼的特性を持たざるをえな
い。
　このよう底経済的特性をもつ自然環境をいかにして現在ならびに将来の世代
のために供給するかは極めて重要な資源配分間題と言えるであろう。以下にお
いては，この自然環境の開発と保全について便益費用分析の立場からひとつの
経済学的な検討を行ないたいと思う。
皿　自然環境の開発と保全の配分間題
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　皿一1　自然環境の開発と保全について
　自然環境の抽出プロセスにおいて，自然の恩恵による独特の景観・レクリエ
ーショソ資源と生態系をもつ自然地域を変形させたり，破壌したりするのは，
主に土地および農業開発・水資源開発・鉱業開発・森林開発などに関違する抽
出産業である。ここでは自然環境を利用して何等かの財・サービスを生み出す
地域開発と自然環境を直接利用する景観・レクリエーションのための環境保全
という両立しがたい代替的目的を取り上げ，それぞれの経済性について考察し
よう。ω
　まず地域開発案についてみると，それは自然環境が更新不能でかつ生産不能
た資産であるために，時間の経過とともに増大する機会費用（adynamic
Oppotunity　cost）をもつであろう。例えば，電力という中聞財生産を目的とす
る水資源開発を考えてみると，技術進歩によって極めて広範囲にわたる代替的
資源の利用の可能性が考えられる。従って，もし新技術の導入によって低い供
給倣格で電カ供給を増加しうるなら，自然環境の開発による資産価値は時問の
経過とともに減少するであろう。
　これに対して自然環境の保全によって供給される景観およびレクリエーショ
ン・サービスは個人の効用関数に直接入り込むために，技術進歩がそのサービ
ス・フローを大幅に増大させることはできない。またこのようなサービスを提
傑する自然環境は，生産不能であるために供給の増加を期待できない。従って，
この種のサービスに対する需要の拡大は，開発案の場合に比ぺて自然環境の価
腫を時間の経遇とともに高めるであろう。
　いまある資産のもたらす年聞便益凪は単純に次のように表わされる。
　　　3F夙（1＋α）；
　ただし夙昌初年度の便益
　　　　　α＝便益の年間増滅率
従って，この資産のサービスに対する需要が増加するなら，α＜0の時凪＜Bo，
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図2一＾　開発案の便益 図2－8保全案の便益
O 0　　　　　　　　t
α＞Oの時凪＞Boとなるであろう。
　これを自然環境の2つの代替案にあてはめるなら，開発案の場合には技術進
歩によってその年間便益は減少するからα＜0であり，これに対して保全案の
場合には需要の増大とともにその年問便益は年々高まるからα＞Oと考えられ
る（図2－A・B参照）。
　これらを現在価値で表わすなら，次のようなディスクリートた形で示すこと
ができる。すたわち，開発案については技術進歩の変化率を考慮すると，
　　　　　　「助（1＋π）‘　　　1〕γ刀＝Σ　　　　　　＾・1（1＋の’
ただし
　　　Pγ刀＝開発案の年間便益の現在価値
　　　　丁＝開発便益を合計する終年度
　　　　6≡割引率
　　　　π二技衡進歩の変化率
　また保全案の年間便益の現在価値は，
　　　　　　τ’3o（1＋α）工　　　1〕γP竈Σ　　　　　　工・1　（1＋の一
ただし
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　　　Pγp＝保全案の年間便益の現在価値
　　　　丁’＝保全便益を合計する終年度
　　　　6＝割引率
　　　　α＝保全による便益の増加率
　これらの現在価値を計算するにあたっては時間的視野丁およびτ’の選択
が必要であるが，一般にそれは終年度の便益の割引価値がゼロになる年度によ
って与えられるであろう。
　開発案の場合には，割引率6の大きさと代替的資源間における技術進歩の比
率πの大きさが時問的視野の選定に強い影響を与える。この場合には，2つの
比率は合成されて，時間的視野を短くするであろう。
　これに対して保全案の時間的視野は，保全便益の増加率αと割引率6が
α≧∂の関係にあるたら，自然環境が破壊されない隈り無隈と考えられる。ま
た0＜α＜∂の時には，その時問的視野は前述の場合のように無隈ではないと
しても，ある一定の割引率で割り引く時よりは長くなるであろう。すなわち，
α＞Oであるなら，αは割引率の効果を減ずる働きをもつ。これはA．C．
PigOuが『厚生経済学』において，公共的事業に対して比較的低い割引率の
適用を示唆した＝1劃のと同じ効果をもつことにたる。
　以上の点から不可逆的な自然環境の資源配分決定にあたっては，開発案と保
全案の各々の初年度便益のみならず，現在価値に影響を与える技術進歩の不均
衡や時聞的視野の相違（従って，便益の変化率αや割引率のを十分検討す
る必要があることが指摘できるだろう。殊に現在価値の評価手順の中に陽表的
に技術進歩の不均衡性を導入することは，その緕果に重要な影響をもたらす点
に注意しなければならない。ω
　このような考え方は，割引率のみで取り扱う場合に比べていくつかの利点を
もつ。ωそのひとつは，2つの代替案がもつ便益の将来流出量を左右する主要
な要因を明確にし，割引率の盗意的た調整の必要性を取り除く点にある。また
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技術進歩の不均衡を示すパラメーターは過去のデータから予測しうる点もあげ
られる。さらにまた自然環境地域の便益を評価するにあたってその価値の希少
化を明示することによって評価のバイアスを避げ，自然環境の非合理的な利用
を回避しうる利点も考えられる。
　皿一2　自然環境の開発便益
　これまでの開発と保全に関する一般的な議論を基礎として，さらに一層詳細
な検討を行なうために，ヘルズ・キャニオン地域の開発間題刎の中で展開され
た分析モデルを敢り上げることにしよう。この問題はヘルズ・キャニオンにお
いてその自然条件を利用して水力発電ダムを建設するカ㍉あるいは現在ならび
に将来のレクリエーショソおよび科学的資源としてその特有な景観・生物資源
を保全すべきかどうかを判断するために提起された。幽
　ここではまず開発案の便益計算について検討しよう。ヘルズ・キャニオンと
いう生産不能で更新不能な自然環境地域に水力発電ダムを建設することは，環
境の機会費用（envirOnmenta10ppOtunity　COsts）をもつことを考慮しなけれ
ばならない。また電力という中間財生産については，水力発電の代りに技術進
歩によって火力発電あるいは原子力発電が利用しうるようになる点にも留意し
なければならなL・o
　開発便益モデルは次のように表わされるだろう。㈲
　　　あD＝眉D－CD一（石■一0λ）
ただし
　　　　あ刀＝水力発電案の純便益
　　　B刀＝水力発電案の粗便益
　　　C刀＝水力発電の費用
　　　尻昌代替案の粗便益
　　　C戸代替案の費用
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　水力発電の代替案は水力発電案と同一のサービス量を生み出すように設計さ
れるであろうから，B刀と見は等しくなり，水力発電の純便益5刀はα一
C〃によって定まる。ここで水力発電の費用C刀はその建設時に導入された技
術によって固定される。しかし水力発電の耐用年数は比較的長いために，代替
発電案の費用αは技術進歩によって減少すると考えられるから，水力発電案
の純便益はその有効期間の間一定ではない。そのために，純優益の計算に、あた
っては，代替案の技術進歩を考慮した壬デルを用いて．伝統的な便益計算に何
等かの調整を加える必要がある。
　水力発電の代替案として典型的た火力発電の場合を見ると，アメリカにおい
ては技術進歩によって遇去20年間に年率約4．5％の割合で費用の低減があった
と言われる。凶この費用の節減は，ひとつにはキャパシティのキロワットあた
りの投資額の減少（キャバシティ費用の低下）によるものであり，もうひとつ
は燃料効率の向上（エネルギー費用の減少）によるものと考えられる。
　R．H．Haveman〔19〕によれぼ，この場合の技術進歩モデルは次のように
示される。㈲いま火カ発電施設の酎用年数を30年とすると，初年度から29年目
までの火力発電のキロワットあたりの年聞費用の現在価値（Pγα）は次のよ
うに示される（ただし水力発電施設の耐用年数は100年と想定される）。
　　　昨／・・／亙（・一榊・（1缶）呈舳〕／（、÷、）主
ただし
C＝キャパシティ費用■kw■年
亙＝エネルギー費用／㎞ア時
1〕＝プラント・ファクター
尾＝Pの一定の年間滅少率
仁年間最犬稼勤時閻
6＝割引率
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　　π＝年閻の技術進歩率
　また30年目からは，技術的に進歩した新しい施設に敢り替えられるので，59
年目までの現在価値は，
　　　肌一／（1島・1（1｛戸（・一11・一・・1）1
・（1鳥）。（1l・一・・ll）〕／（1缶
同様に，60年目から89年目までの現在価値は，
　　肌一／（1鳥）。。・／（1｛）。。（川一・・1）1
・（1島）。（ll・一・・ll）〕／（1与
さらに90年目から99年目までの現在価値は，
肌一／（1睾、戸・／（1島戸（・一11・一・・1）1
・（1ξ、）。（榊一・・ll）〕／（1缶
従って，火力発電施設の費用の現在価値の合計（λ）は，
　　卿λ言ΣpγC。
　　㌍0
　これに対して，伝統的な費用モデルでは，技術進歩率（π）がゼロとされる
ために，その費用の現在価値は，次のように示される。
　　　　　　　　　　　　　1　　　PγC、＝（C＋EPゐ）　　　　　　　　　　　　（1＋の一
　従って、現在価値の合計は，
　工420
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　　　　　99　　　〃：ΣPγα
　　　　㌍0
以上の点から，伝統的な費用モデルをλμ’だけ調整しなけれぱ，水力発電
の便益を過大評価することにたるだろう。
　III－3　自然環境の保全便益
　自然環境の保全によるレクリエーションの粗便益は割り’引かれた年問便益の
総計で近似できる。その現在価値は，投資額。年間運営費の現在価値ならびに
機会費用（自然環境の保全によって排除された最も経済的な代替案の純現在価
値）と比較されるであろう。従って，保全案の純便益は基本的には次のように
表わされる。㈱
　　　あP＝BP－CP一（3’五一α五）
　ただし
　　　ろp＝保全案の純便益
　　3p≡保全案の粗便益
　　Cp＝保全によるレクリエーショソ・サービスの供給費用
　　8’■＝代替案によるレクリユーショソ・サービスの粗便益
　　α。＝代替案によるレクリエーショソ・サーピスの供給費用
　ここでヘルズ・キャニオソのようた自然環境は自然の恩恵によるものである
から，保全によるレクリエーショソ・サービスの供給費用Cpはゼロである。
また保全によるサービスの代替案として生産可能な資産によるサーピスを考え，
かつこのサービス産業への自由参入を想定するなら，代替案の便益B’五と費
用α且とは等しくなるので，6p≡石pとたるであろう。
　今日，自然環境のもたらすレクリエーション・サービスに対する需要はます
ます増大する傾向にあり，従って保全便益の計算にあたってはこれらの要因と
その効果について考察する必要があるだろう。また自然環境の環境容量の制約
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　図3一＾人口増加による
　　　　　水平シフト
図3－8　所得増加による
　　　　垂直シフト
　　0　　　　　　　Q　　　　O　　　　　　Q
も重要な要因であると考えられる。
　自然環境の需要増大の要因とLては，（1）人口，（2）所得，（3）選好があげられ
る。㈱まず人口の増加についてみると，現在レクリユーショソを楽しむ人々の
中に追加される人々がある価格の下で同一の選好をもつなら，需要の増加率と
人口の増加率は等しいと考えられる。すなわち，あらゆる価格水準において需
要の人口弾力性を一定とすると，需要曲線は非平行的な水平シフトとして示さ
れるであろう（図3－A）。
　また所得の増加は，ある価格での需要量を増加させるカ㍉あるいはある数量
における需要価格を増大させるかは明白でないが、自然環境のような生産不能
資産の場合には供給が非弾力的であるからむしろ需要価格が増大すると考えて
よいだろう。このような所得は需要曲線の垂直シフトをもたらすであろう（図
3－B）。
　自然環境を利用したレクリエーション活動はひとつの蓉修財であるから，そ
の選好は時間とともに変わり，その支払い対価（wi11ingness　to　pay）を変化
させる。またこの種のレクリエーション活動に対する選好の増加率は，その飽
和水準に近づげば近づくほど減少すると思われる。一般に選好の変化は需要と
価格の両側面に影響すると思われる。
　1422
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図4　自然環境保全の総便益
P　　　　　　　　　　　S
l1　　総便益
支（＝消費者余剰）払p量
いp。対
価
　　　　　　　　　　0　　　　　Q何Q’　Q！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q！レクリェーショソ目数
　ここで需要が所得の増加とともに価格轍こ沿ってある比率（γ型）でシフトし，
また人口の増加とともに数量輸こ沿ってある比率（γ）でシフトすると仮定す
る。この2つの変化率が需要曲線の勾配と需要曲線の下の面積（ただし供給曲
線は一定）を変えるだろう（図4）。いま線型需要関数を想定すると，総便益
はこの2つの比率の合計（～十γ）に等しい比率で増大するであろう。圏
　皿一4　自然環境の便益計算モデル
　　ーヘルズ・キャニオソ・ケースで示された計算モデルとその繕果一
　自然環境がもたらすレクリエーショソ・サーピスは様々であるが，この中に
はその便益を計測しえたいサービスもある。従って，ヘルズ・キャニオソ・ケ
ースでは，開発と保全に最適な配分を決定するために，保全便益の現在価値が
どのくらいの値であれば開発便益の現在価値に等Lくなるのか，あるいはそれ
を越えるのかを計算する方法がとられた。
　開発案と保全案は，前老の便益が時間とともに減少するのに対して，後者の
便益が時閻とともに増加するというように，異なった便益関数の時間的パター
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ンをもつ。従って，これらの便益の現在価値を時聞の流れで示すことが重要と
なる。すなわち，ある比率（α）で増加する保全の初年度便益が開発便益の現
在価値に等しくなるためにはどの程度でなければならないかを定める必要があ
る。この初期値は初年度の保全便益の1ドルの現在価値を計算することによっ
て得られるだろう。そして，この初期値で開発便益の現在価値を除することに
よって，保全案を経済的に正当化しうる便益値，すなわち開発によって排除さ
れた機会費用に等しくなるような初年度の保全便益が計算されることにた孔
それは次のような単純な離散的な形で示されるであろう。㈲
あ砧3詮嵜）乃＄音嵜
　ただし　　　　　　　　一．
　　　　甥＝保全便益の現在価値を開発便益の現在価値に等しくするために必
　　　　　　要とされる初年度の最小便益
　　　　3o＝初年度の開発便益
　　　　α：保全便益の年間増加率
　　　　π＝年間の技術進歩率
　　　　∂＝割引率
　　　　丁＝開発案の終年度
　　　　㌘竈保全案の終年度
　開発案の時聞的視野τと保全案の時間的視野τ’は，一般に割り引かれた
年間便益がゼロになる年度によって定まるが，ヘルズ・キャニオン・ケースで
は計算の便宜上それぞれの純便益の魏在価値に対する増分が初年度便益の1ド
ルあたりO．01ドルになる年度を終年度としている。
　ヘルズ・キャニオ：■の開発便益については，便益計算に技術進歩を含めた場
合と含めたい場合とを比較すると，含めたい場合には粗便益は5％から11劣の
遇大評価になることが示された。蜘この差はあまり大きくないが，ヘルズ・キ
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ヤニオンの2つの代替案が費用的に接近していたために，純便益の格差を大き
くL，水力発電案の純現在価値はほぽ半分にまで減少したと言われる。
　また保全便益についてみると，初年度の保全便益の1ドノレの現在価値は年間
便益の増加率αと割引率6の関数であるが，皿一3でみたようにαは一定
の比率ではなく々十γの比率で時問とともに変化する。また，いまレクリエ
ーショソ需要が増大し，混雑の外部性が発生する時点の自然環境のキャパシテ
ィを「レクリエーション容量」（reCreatiOnal　capacity）とし，この容量に達
するまでの年数を后で表わすなら，尾はγの関数と考えられる。さらに刎
をある価格で需要される数量の年間増加率γが人口増加率になる年数とする
と，この年数は自然環境レクリエーショソに対する一般的な需要の増加率とこ
のようなレクリエーションヘの参加の飽和水準によって左右されるであろう。
従って，年問の保全便益は，これらのγ，グ型，后および刎のとる．値によ1って
時問とともに変化すると言える。
　ヘルズ・キャニオン・ケースにおける便益費用の計算結果は，表1に示され
ている。伝統的た便益費用分析と技術進歩を含む便益費用分析とを比較のため
に，ここで表1から最も平均的な値である80，122ドル（表1の＊印）を取り上
げよう。この初年度の保全便益は，6＝9％，π＝0．04，γ＝10％，従つて牡20
年，刎＝50年，γ割＝0，05という条件の下で計算された値である。すなわち，
この値は開発便益Pγ刀＝13，809，000ドルを，初年度の保全便益の1ドルの現
在価値172．35ドルで除すことによって算定される。
　またヘルズ・キャニオ：■・ケースでは保全から得られるレクリエーション機
会便益のうち，容易に数量化しうる初年度便益について計算がなされた。その
結果は表2に示されるように895，OOOドルである。この値は，技術進歩を含め
た場合の開発便益の現在価値に等しいか，あるいはそれを越える現在価値をも
つために必要とされる傑全便益80，122ドルよりもぱるかに大きい。これに対し
て伝統的な便益費用計算に基づいて技術進歩を含めないなら，その開発の年間
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　表1開発便益に等しい現在価値をもつために必要とされる初年度の保全便益
　　　　　一ヘルズ・キャニオン・ケースー
　　　　γ＝7．5％
勾　　　　尾＝25年
仁8％　　刎＝50年
　O．04　　　＄　138．276
　0．05　　　　　87．568
　0．C6　　　　　　48，ヱ43
仁g％　　　閉＝50年
　O．04　　　　　147．422
　0．05　　　　　101．447
　0．06　　　　　64，300
∂＝10％　　刎＝50年
　O．04　　　　　142．335
　0．05　　　　103．626
　0．06　　　　　71，369
γ＝10％　　　γ；12．5％
』20年　　　　　尾＝15年
　π二〇．04
＄　109．149
　70．363
　39，674
　π二0．04
　ユユ5，008
＊80．122
　51，700
　π＝O．04
　110．240
　80．888
　56，397
1〕1■1〕＝＄　18，540，000
　　　　＄　106，6I3
　　　　　　70．731
　　　　　　41．292
1〕17刀＝＄　13，809，000
　　　　　ユ09，69ユ
　　　　　　78．336
　　　　　　52，210
Pγ刀＝＄　9，861．000
　　　　　103．030
　　　　　　77．232
　　　　　　55，194
注：6，～，γ，尾，刎，Pγ刀，πについては本文を参照されたい。
資料：工V．Kmtma　et　a1．，〔ユ1〕p．36，〔32〕p．9工，〔33〕p．463。
便益は290万ドルと算定され，それは保全便益の約3倍となる。以上のことか
ら，技術進歩を含めた便益費用分析に基づげばヘルズ・キャニオソの保全案が
正当化されるのに対して，技術進歩を含めない伝統的な便益費用分析では開発
案が正当化されることが明らかとなったのである。
1V　まとめと残された間題点
　本稿の目的は，地域開発政策・産業構造政策にとって今日ますます重要とな
りつつある環境聞題を取り上げ，その申で自然環境の開発と保全の問題にひと
つの経済学的接近を試みることにあった。
　そのためにまず自然環境と人間の経済活動の均衡という立場から，自然環境
の概念を明確にするとともに，その経済学的な基本的視点を設定した。また従
来の経済理論がこの問題に穣種的に取り組まなかったいくつかの理由を探った。
そして新しい経済的視点を導入するために，自然環境間題を汚染と変形・破壊
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表2初年度ωの計量しうる保全便益の推定値
　　　　一ヘルズ・キャニオソ・ケースー
レクリェーション活動 初年度における　　単位価倒3〕　帰属便益訪間者冒数一2〕
沿　岸　利　用
　魚　　　鉤　　　り
峡谷地域でのハソティソグ
　狩猟（ピツグ・ゲーム）
　高地での野鳥ハソティソグ
　残余のハンティソグ体験の増加価値
計量しうる機会総便益
84，000
7，OOO
ユ，000
29，000
審5．00
25．00
10．00
10．00
＄420，OOO
175．000
　10，OO0
290，OOO
＄895，000：と25％
注（1）初年度とは，1976年を想定している。
　（2）訪間者目数とは，ヱ目の訪間者同数を12時聞として，総レクリエーショソ時間数
　　を12で除したものである。この規定はEnvironmenta1Qua1ityComci1によるもの
　　である。
　（3）単位何値については，アメリカ国内での調査研究に基づくものであり，　ここで示
　　された値は一般にやや控え目であると言われる。この点については，P．H．Pearce
　　〔54〕を参照されたい。
資料：J．V．Krutilla　et　a1。，〔ユ2〕p．615．
の2つの問題とに分け，後者の問題に焦点を絞りながら自然環境のもつ経済的
特性について論じた。殊に更新不能・生産不能資産として自然環境の変形・破
壊がどのような経済学的意味をもつかを示した。
　こうした経済学的接近のひとつの展開を試みるために，自然環境の2つの利
用方法，すなわち開発するか保全するかという資源配分聞題を取り上げチその
配分決定にあたって各々の便益費用の特性を明らかにした。とりわけ開発案に
おける代替案の技術進歩がいかに便益費用分析の結果を大きく変えるかを，ヘ
ルズ・キャニオン・ケースに基づいて示した。そこでは最も収益性の高い開発
案でも自然のままに保全する場合の便益よりも小さいことが示され，保全すべ
きことが指摘されたのである。
　これらの間題についてはさらに個々のケースについて一層精級な理論的・経
験的研究カミ必要とされるが，ここではいくつかの残された間題点を指摘し，本
稿の結びに代えたいと思う。
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　第1、煮は，保全便益の測定上の間題である。自然環境の保全便益の測定には，
それをレクリエーシ昌ソのために利用する人がその保全にどのくらい支払う意
思があるかによって表わされる等価的消費着余剰と自然環境の利用を続げる権
利を自主的に諦める代りに支払われねぱならない金額によって示される補整的
消費著余剰とがある。等価的余剰は伝統的な補整的余剰より通常は大きいので，
この格差は便益計算にあたって重要な間題となるであろう。帥
　便益の算定にあたっては，さらに需要の不確実性が間題となるであろう。
J．Dup砒以来，最適な資源配分のために消費者余剰の現在価値の測定が認め
られてきたが，自然環境のように公共的に供給されるサービスに対して，将来
の不確実た需要が考えられる場合には，消費老余剰に加えて何等かの追加的価
値が考慮されねばならないと言われる。この追加的価値をB．A．Weisbrod
〔69〕はオプショソ価値（0ption　value）と呼び，将来の需要について不確実た
個人が存在L，またその資産が容易に（再）生産できず，そのサービスが即時的
でかつ代替性が全くなくかつまた将来とも代替の可能性が疑わしい状態にある
場合には，伝統的な補整的消費老余剰の他に，これを考慮しなげればならない
と指摘している。働従って，更新不能た自然環境の保全便益を計算するにあたっ
ても，まず適切な消費者余剰の測度を定め，それにオプショソ価値で表わされ
る何等かの正の増分価値を付け加えねぱならないだろう。この欠落は保全便益
の過小評価を招くと思われるだけに，十分な検討が必要とされ私
　第2点は，技術進歩の間題である。ヘルズ・キャニオニ■・ケースで示された
ように，水力発電案の便益費用評価に際して代替的な火力発電の技術進歩を考
慮することによって，純便益（現在価値）は，伝統的な便益費用計算の約1／2
になったと言われる。技術進歩は便益計算に極めて強い影響を与えるだけに，
その経済効果について十分な解明が必要と思われる。
　第3点は，自然環境のレクリユーショソに対する環境容量の間題である。自
然環境がもたらす様々なレクリエーション・サービスの中には，補完的なもの
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も競争的たものもある。従って，レクリエーショソ・サービスに対する環境容
量の概念とその測度について明確にすると同時に，レクリエーション需要につ
いての経済学的な研究が強く望まれる。闘．
　残された間題点は以上の点に留まりえない。本稿でも用いられたような便益
費周分析の抱える本質的な問題，殊に都分的最適化と次善間題，資源配分と所
得再分配との調整問題などについても十分な検討を加えねばならない。馴
　自然環境は人問生活の基盤である，と同時に生活の快適性を高める役割を持
つ。それだけに，自然環境の資源配分にあたっては形式的な便益費用分析の適
用だけに留まるべきではなく，不可逆性を十分に考慮Lた動学的な分析壬デル
の構築が必要とされる。殊に自然環境の科学的た解明は未だプリミティブな段
階にあるだけに，その開発に際しては十分に慎重でなければならない。従って，
もし何等かの自然環境の開発が必要とされるなら，まず第1に科学的な環境ア
セスメントを実施し，それに基づいた地域利用規制（ZOning）を確立すべきで
あろう。こうしたゾーニング制度は，従来の地域開発政策ならびに産業構造政
策に重大な転換を追ることに汰ると思われる。しかしながら，我々は汚れなき
自然環境を将来の世代に受け継ぐべき使命を持つ以上，これらを十分に考慮し
た経済政策が求められる。殊に，価値感の多様化する杜会で自然環境の開発を
進める場合には，r環境についての選択の範囲を拡げる（eXtenSiOn　of　ChoiCe
in　respect　of　environment）ということこそが，杜会的福祉にとってただち
に実現可能なまさに唯一の重要な貢献である」㈲というE－J，Mishanの言葉
に耳を煩げる必要があると考える。
注（1）E．J．Mishan〔43〕は，環境闇題を「この虚弱な現代文明カミもつ最も緊急な経済
　　聞題」であると述べている。そLてこのような現実的な経済間題を考察するにあた
　　って，「資源配分の側面にやや過犬な比重をかげることは理解Lがたいことではない」
　　（p・26）としながらも，r資源配分の側面にプライオリティを与えるのは正当化でき
　　ない」（p－26）とLている。殊に社会が豊かになればなるほど，狭義の資源配分上
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　のメリヅトは重要でなくなることもまた指摘している。
（2）このような視点から，わが国においても昭和μ年｝こ作られた「新全国総合開発計
　画」の総点検作業が進められており，自然環境の保護・保存のために，①自然環境保
　全の費用負担の新しい制度をつくる，②開発規制のための調整システムを検試する，
　③全国土の自然環境データを集大成する，④レクリニーショソ需劉こ対処する行政
　機構や総合施策を検討するなど新Lく進むべき方向について示されている。詳しく
　は「自然環境の保全」（原案）の結論である「新全国総合開発計画におげる自然環境
　保全に関する間題点」を参照されたい。
（3）この考え方は，Coddington，A・，H．0spchoor，D．Pearce〔7〕，平野正宜〔48〕
　宮本邦男〔50〕などに基づくものである。経済審議会環境研究委員会編『日本の環
　境問題』至誠堂，1972では，システムエ学の観点から，自然と人間社会の関係を「環
　境サイクル」として把握し，以下のような図で表わしてい飢ここでは自然サイク
　ルを自然界におげる物質の地球化挙的な循環系とし，自然サイクルと人間杜会は資
　源利用というアウトブットの廃氷・廃棄物誹出といったイソプットとによって結び
　っいているとしている。そして，環境汚染を人問活動の水準カ言環境容量を越えたた
　めに生ずる環境サイクルの変調と概念づげ，環境サイクルの最適制御という視点か
　ら，環境保全水準と杜会開発水拳の調和を計るべきことを主張している。これらの
　考え方は本稿で示された考え方と基本的には全く異たるところが削㌦
　　　　　　　　　　　孫境サイクル
　　　　　　　　　　　『目本の環箆聞題』のp．38より
（4）このような認識は，国連「フネ会議」のフネ・レポート〔56〕ヱ97ユ・ローマ・ク
　ラブの「人類の危機」レポート〔40〕1972，および第1回人間環境会議1972以来世
　界的に広まり，地球的規模におげる環境聞題の解決とその発想の転換が主張されて
　いる、しかし次がら，一方ではこのような思想は，先進国が後進国の開発を抑割し
　ょうとするものであるとして，アジァ・アフリカの低開発諸国（Group77）から鋭
　い批判を浴びている。すなわち低開発国側の主張は人間の生活環境そのものに重点
　が慶かれ，貧困・文盲・不衛生などまさに開発の欠落によって生ずる環境（en㎡一
　ronment　due　to　lack　of　develop血ent）に問題があるとLている。このように環境
　間題の国際的側面は複雑多峻にわたり，共通の基盤で間題の解決を計・ることの困難
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　さを示している。なお，この点については，塩野谷祐一〔59〕の第10章「環境と開
　発」PP，251－272，都留重人〔63〕の第9章「公書をめく・る南北問題」を参照されたい。
（5）伝統的な経済学の申には，もちろんこれらの自然環境の経済的な重要性について
　触れているものもある。例えぱ，A．Marshallは『経済学原理』（P脇吻12げ励o・
　掘o〃o∫，8th　ed．，Macmi11an，1920，P．45）において，物資財（material　goods）の
　中に，自然の物理的恩恵，土地や水，空気や気候，あるいは旅行の機会，景観や博
　物館への接近可能性などを含めることを主張してい飢　しかしながら，経済学の主
　要な対象とは今目までなりえなかった。H．Macaulay〔37〕によれば，「人類の最大
　の福祉（the　greatest　welfa」le）は，おそらく最高の清潔さ　（the　greatest　cleanli・
　ness）を要求する」（p．190）と考えられる。Macaulayはさらに「環境の質」とい
　うひとつの財を競合的ないくつかの目的に利用するということはまさに経済理論の
　貢献しうる分野であると述べてい飢　そして従来の建築，自動軍，繊維，あるいは
　日々解決をせまられているその他の経済問題と環境問題とが類似性をもつことを指
　摘し，財政挙的な立場から経済分析の重要性を明らかにLている。
（6）環境容量とは，環境保全水準（望ましい水準の環境の質）を保持した状態で環境
　からどれだけ資源を引き出せるか，また環境へどれだげ廃棄物を排出できるかとい
　う容量をさすものと定義づけられる。経済審議会環境研究委員会編『日本の環境問
　題』P．40を参照されたい。
（7）K．E．Boulding〔3〕p．9．彼はまた〔4〕の第2章「生態科学としての経済学」
　においても，現在の経済システムをスループット経済（throughputeconomy）と
　名付げ，このような一方通行的恋経済は資源の潤渇と汚染物とによって早晩破綻を
　きたすと警告している。そして，「宇宙船経済」という概念に基づいて。杜会システ
　ムを物質の循環的なプローの中で維持するためには，我々の廃棄物に適当な加工を
　加え，エネルギーを用いてその工：■トロピーを減少させた後に，それを自ら処理せ
　ねぱ在らないことを指摘している。Bouldingはさらに，生産および消費のスルーブ
　ヅトを減らしながら以前と同じ状態ならびに条件を維持すること茄出来るようにな
　ってはじめて，人問の福祉が増犬したと言えると論じている。
（8）この点についてば，F．肌Bator“The　Anatomy　of　Market　Failure，”ρ〃α物吻
力刎舳1ゲEω㎜糀加，August，1958，今井・宇沢・小宮・根崖・村上共著『価格理
　論］I』，砦波書店の第7章「布場の失敗」，熊谷尚夫『経済政策原理』砦波書店，1964
　の第22章　「外部経済と公共財の聞題」を参照されたい。
（9）「共右的資源」（cOmmOn　prOperty　resOurces）という用謡は，中世イギリスにお
　ける共同所有の土地に対して周いられた“C0㎞mOnS”という言葉から生じたものと
　言われる。A．V．Kneeseは2刎タ刎勉刎脇肋1ρ班α1伽λ刎妙挑，the　Jo】ms亘opkins
　Press，1972において，共有的資源と呼ぶのは，r現行の杜会制度の下では私的な所有
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　権にそれらの資源を明確に同一の割合で割り当てることが，不可能ではたいとして
　も，困難であるため」（p－3）と述べている。これと同じ用語とLて，字沢弘文〔65〕
　〔66〕，〔67〕による「自然的な杜会共通資本」という言葉があり，そこでは公害現象
　を大気，河川，土壌などの自然的な杜会共通資本の減耗・破壊によって生ずる一種
　の混雑現象とLて捉えている。この点についてはさらに都留重人〔63〕のPP・31－33
　を参照されたい。
⑩A・▽・耳neese，R・U・Ayres，R　C・d’Arge〔30〕のP・5を参照されたい。
ω　この用語はE．J．Mishanの〔43〕PP．18≒26によるものである。Mishanは「こ
　の外翻効果が禺民の1人1人の福祉厚生に与えるイソバクトは相当なもの」（p．18）
　であり，従って「所得劾果一もLくは，より正確に言えば，今後用いるような厚
　生効果（Welfare　efeCtS）をもはやネグリジブルなものであるとして省略することは
　できない」（P．18）としている。
⑫　この用語はA．C．Fisher，J．V．K耐illa，aエid　C・J・Ci㏄hetti〔12〕P・605に基
　づくものである。このようた視点から自然環境間題ヘアプ同一チを試みているのは
　ほんの僅かしかない。わが国においては鈴木守〔60〕が外都経済の視点から接近を
　行なった数少ない重要な貢献のひとつであろう。
⑫　この指摘は，J．V．Krutil1a，C．J．Ci㏄hetti，止M・Freeman　m，and　C・S・
　Russe11〔32〕pp．69一一71にょる。そこでは「更新不能性は最終消費におげる代替性
　の犬きさの関数である」とされ，更新不能資産として3つの種類をあげている。第
　1にはLeonard　da　VinciやRembrandtによる“個人的天才による贈与”（9ifts
　ofi正1dMdmlgenius）であり，第2にはエジプト，ギリシャ，日一マ。その他の文
　化的遺跡に示される“集団的天才による贈与”（敏ts　of　c011ective　genius）であり，
　第3には地形，生物進化，および生態的継承によって示される“自然の恩恵”（gifts
　of　nature）である。資源配分的には，これらの資産は観光客やその他によって生ず
　る純粋経済的レソトを通じてそれらの機会費用を満たすと考えられる。
¢4　J．V．Krutil1a〔34〕　p．783．
⑯　これは，J．γKrutil1a　et　a1・〔11〕，〔12〕，〔32〕，〔33〕の指摘によるものであり・
　本稿でも中心的に取り扱われる最も重要な経済的特性である。
⑯E、工Mishan〔43〕P．25。またE・J・Mishanは〔44〕P・44においても次のように
　述ぺている。す衣わち，「外部効果のなかには，現に生きている市民が体験するもの
　だげでなく，将莱の世代に影響を与えるものもあるのだ。……その他の顕薯な例とし
　ては，開発に伴う外部効果と観光ブームに関遵した外部効果があり，この両者は共に，
　森林地帯や海岸線，湖沼地域や希有の自然風致を，ほとんど再現できないほどに破
　壌Lてしまうという性格をもっている。その緒果は，現代の世代が貴重なものを失
　うというだけではない百　こうLた風光の明媚が与えるすぱらLい快感と慰安が，将
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　来の世代からも取りあげられることになるのである。国家は，未来の保管者という
　役割において，一都一般市民の狭い利益を犠牲にしても，大所高所からの施策をと
　らざるえないこととなる。」と（訳文は都留訳書による）。
⑰本項の議論は，J．V．Kmhlla　and　C．J．Ci㏄hetti〔33〕に基づく。
蝸詳しくは，んC．Pigou，肋2肋㎝o〃csげWと吻〃，4thedition，Macmi11an，
　1932の第1部・第2章「歓望と満足」PP．2ト30（気賀健三・千種義人・鈴木諒一・
　福岡正夫・大熊一郎訳『厚生経済学』第一分冊，PP，2み一37）を参照されたい。また
　Pigouはこの中で自然環境にも触れ，「自然の恩恵」の開発を濫りに行なう傾向があ
　るのは，遠い将来の満足に対する欲望が鋭敏でないためにであり，鈍感さの責任で
　あると述べている。
⑲　自然環境資源の様々な利用方法におげる技術進歩の効果についての理論的研究は・
　V．K．Smith〔61〕によって行なわれている。
⑳　J．V．Kmtiua　ed、，ハ励〃囮1E閉砂加o閉刎2閉均The　Johns　Hopkins　Press・1972・
　introduction，P．4の指摘を参照とした。
⑳　Hells　Canyonはアメリカのオレゴソ州とアイダホ州の州際から太平洋に向って
　流れるthe　Snake　RiYer（下流でthe　Columbia　RiTerとなる）の上流にある。こ
　の開発問題は，1955隼8月に，theFederalPowerCommissio皿（FPC，違邦動カ
　委員会）がIdaho　PowerCompanyにthe　HellsCanyon流域に沿つて3つのダ
　ム建設の許可を与えたことから始まった。詳細にっいては，J．γKmti1la　and　O．
　Eckstein〔35〕を参照されたい鉋なお，　この薯書の中では，High　Damと3つの
　Low　Damとの経済性を比較するために俊益費用分析が行なわれているが，自然環
　境の保全問題については考慮されていない。
⑳ヘルズ・キャニオソの傑全が問題となったのは，1964年9月の「原始地域法」
　（Wildemess　Act）ならびに1968年の「原始景観河川令」（the　Wi1d　Scenic　Riv－
　ers　Le戴s1ation）によつて自然保護地域（wi1d　lands　orwildemess　area）が制定さ
　れたためである。ヘルズ・キャニオソ地域はまさにこの自然地域に最適な自然的条
　件を具備している。この原始地域法については，環境庁自然保護局編〔28〕pp．20
　－23を参照されたい鉋
　　またこの種の自然環境間題はアメリカにおいて多数みられ，例えぱニューヨーク
　州北都のアディロソダック高原（24，OOO　km2）におげる自然林開発間題，あるいはア
　ラスカの北部ノーススロープの石油バイブライン敷設間題などがあげられる。殊に
　アラスヵのパイブライソ閲翻こついては，本稿と同じように自然環境の保全という視
　点から，C．J．Ci㏄hettiが便益費用分析を行なっている。議しくは，C・J・Cicchetti，
　“TheTτa皿sAlaskaPipeli皿e：ABene趾CostAnalysisofAltematives，”R．H．
　H研eman　et　al”肋吻かC滅α〃月o1伽　λ伽汐銚，Aldine　Publishing，1974，
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　pp．1ユO－143を参照されたい。
⑳　このモデルは，J，V．Kmtma　et　a1。〔32〕P・73，脚注2，〔33〕P・454・脚注6
　に基づく。
㈱　エV．Knユtma　et　al”〔32〕p．73の指摘による。
㈲　R．H．Havem…㎜〔19〕pp．89－92より引用Lた。ただし，本稿では技術進歩率
　を示す記号をπとしている点で，異なっている。この同じモデルが・J・V・Km・
　tl1laetal，〔11〕append1xApp42一姻・〔32〕pp74－76・〔33〕appendlxApp
　469＿470において適用されている。
⑳　このモデルは，工γKmtilla　et　al・，〔32〕P・76，脚注5，〔33〕P・456・脚注8
　に基づく。
助　詳しくは，〔32〕のPP・7H2を参照されたい。
鯛　これは次のように証明される。
　　いま伽二ま時におげるツ軸上のある値
　　　　ρFま時におげるガ軸上のある値
　　　　々＝支払い代価の増加率⑰軸のシフト）
　　　　γ二需要量の増加率（”軸のシフト）
　　　　BFま時におげる総便益
とすると，
　（1）　3’＝1／2　Pt　Q工
　　　　＝1／2（Po〃）（Qo召・t）
　　　　＝1／2P慨仰十τ〕’
これを徴分すると
盟＝1／2珊。州1…（・甘十γ）
　み
　従って増加率は，
　　坐
　　∂工　　　玉／21㌔（～o2（r甘十τ〕’・（7盟十γ）
　　B、一　1／2榊。召・τ型…1＝7型十γ
　この証明は，J．V－Kmti1la　et　al。〔11〕PP．28－29，脚注13，〔33〕PP－610一一611，
　脚注16に基づく。
⑳　このモデルはJ，V　Kn1ti11aet　a1”〔11〕PP・31－41，〔33〕PP・45μ66・〔12〕
　pp－612＿一617，〔32〕pp．88一一95に麦っている。
⑳　R．H．Have皿anの試算によれぱ，技術変化を含めたモデルの計算結果を技術変化
　を合めないモデルの計算結果で除すると，耐用年数が30年の場合にはO．92，50年の
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　場合には0．84，1OO年の場合にはO，79という結果となった。すなわち，技術変化を考
　慮し汝いと，8％から21％まで便益の遇犬評価となることが示されている。詳しく
　は，Haveman〔19〕P．91を参照されたい。
鋤　この点にっいては，J．R．Hick，λ．1～ω細o物oグD3〃α〃丁肋oη，TheClarendon
　Press，1956，早坂忠・村上泰亮訳『需要理論』，岩波書店，1958，第10章「消費老余
　剰」を参照されたい。なお，この問題については，E．J．Mishan“A　Survey　of　Welfare
　Economics，1939－59”，S〃〃郷ψ垣ω刎〃o　T加oη，Vo1ume　One，Macmi11an，
　1968において手際よく解説されている。
鉤B・A　Weisbord〔69〕を参照されたい。この概念は，M．F．Long，“Conective・
　Consumptio皿　Ser叱es　of　Individual－Consumption　Goods：Co血ment”，丁肋
　ρ吻〃2”ツ／b〃舳1げ亙ω舳刎台os，Vo1．LXXXI，No．2．1967，C．M．Lindsay，
　“Optin　de皿and　and　Cons口mers　Surp1us”，Z肋ρ〃α〃蜥汐一1b”伽α1ゲ亙ω刎例加，
　Vo1．LXXXIII，No，2．1969，D．R．Byerlee，“0ption　Demand，Comment”，α工
　Cicchetti　and　A．M．Free㎜an，“0ption　Demand，Further　Comment”，丁加
　ρ吻物κ妙ノb〃〃吻1oグ亙ω榊榊あs，Vo1．LXXXV，No，3．1971，さらにはK．JI　Arrow
　and　A．C，Fisher“Prese岬ation，Uncertajnty，and　Irreversibility”，ρ伽〃〃妙
　〃〃伽1ぴ五ω勿o〃cs，Vol．LXXX▽III，No．2．1974にょる一連の議論を呼び起し
　た。自然環境への適用については，J。▽．Kruti1Ia　et　a1．，〔32〕のIV．消費者余剰と
　オプショ：／価値，PP・95一一109を参照されたい。
鯛　レクリエーシ目ンヘの経済学的アブローチは，M．Clawson　andJ．L，Knetsh
　〔6〕・江見康一〔10〕，A・C・Fisher　and　J．V－Kmti11a〔13〕，工D．Owen　〔53〕，P．
　H・Pearce〔54〕などによって展開されつつある宙
鈎　これの間題についての潔説は多くあるが，とりわげ，貝塚啓窮〔25〕，R．N．
　Mckean〔39〕，E。エMish汕〔45〕，〔46〕，などが従来の議論を要領よく整理してい
　る。
闘　E・J・Mishan〔坐〕P・53（訳は筆者による）昌便益権（amenity　rights）を前提と
　Lて「単一の地域内で経済的改善をはかるのではなく，考え方の衝突するグルーブの
　それに対して・別々の地域または分離施設を提供する」（訳書P．82）というMishan
　の「分離施設」（seParate　f盆ci1ities）の概念は，今後の地域開発のあり方を考える
　にあたって極めて有益であると考えられる。
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